
「長生きすれば、自分の体で不調になる可能性のあると
ころは必ずガタが来る」と聞けば、それは加齢における
マーフィーの法則じゃないかと思われることでしょう。と
はいえ、ある病気にかかっただけでシステム機能停止に
陥ってしまうことも多いため、この法則をフルに経験する
人はいません。  
それでも、多くの人々が土に還る年齢まで長生きする現
代、この法則の趣旨を痛感する向きは多いでしょう。実
際、アフリカ諸国以外の大半の国々では、健康寿命の
目減りという意味で非感染性疾患が健康に及ぼす負担
は感染性疾患よりも大きくなっています。 
あいにく一度に1つの病気の治療しか行わない伝統的な
医学戦略では、この難題にあまりうまく対処できません。
その理由の一つは、加齢による疾患は難治性や進行性
のもので、症状が現れるまでに体に取り返しのつかない
ダメージを及ぼしているケースが多いためです。治療は
往々にして効果が薄く、高額の医療費の請求書が積み
重なっていくだけです。たとえある慢性病の進行が食い
止められたとしても、マーフィーの法則が発動し、別の病
気にかかるまでそれほど時間はかからないでしょう。  
一層悪いことに、黄斑変性、心不全、脳卒中、関節炎、
アルツハイマー病といった疾患にかかると、死に至るま
で長期にわたり障害のある状態で過ごすことになる上、
費用もかさみます。『ニューイングランド・ジャーナル・オ
ブ・メディシン』誌に掲載された健康のグローバル動向に
関する記事でもこれに言及し、「高齢者多くにとって現在
かかっている病気が直接の死因となるとは限らない」と
述べています。WHOによると、欧米その他の先進国では
健康寿命の目減りの40％以上は非感染性疾患による障
害が原因となっています。 
これによる負荷は急速に高まっています。国連の『World 
Population Ageing: 1950-2050（世界人口高齢化統計
1950-2050）』では、2050年までに世界人口の21％に相
当する約20億人が60歳以上となり、2000年時点の3倍以
上に増加すると予測されています。現在、世界で最も高
齢化が進んだ日本は国民平均年齢が46歳となっていま
す。スペインやイタリア、韓国、日本といった国々では
2050年までに50歳以上人口の割合が半分を超えます。
一方、開発途上国では高齢人口が4倍に増加します。中
国では60歳以上人口は4億3,700万人に達する見込みで
す。  
 
一度に1つの病気を治療するやり方には効果なし 
南カリフォルニア大学の保健経済学者ダナ・ゴールドマ
ン氏によると、恐ろしいことに米国における平均余命の

伸びで、もはや健康寿命よりも障害を引き起こす病気の
期間が延びていると言います。同氏が2013年に発表し
た共著『Substantial Health and Economic Returns from 
Delayed Ageing May Warrant a New Focus For Medical 
Research（医学研究で新たに注目すべきスローエイジン
グの健康・経済的リターン）』を踏まえると、このことは驚
くにはあたりません。近い将来、先進国における二大死
因である心疾患とガンの発生は大幅に抑制されたとして
も、一度に1つの病気を治療する戦略だとリターン（長寿
化）は目減りしてしまう可能性が高いことを同研究は指
摘しています。  
実際、この戦略はオランダの少年の民話とよく似ていま
す。しかし、堤防の穴を指で塞いで国を危機から救うの
ではなく、次々と裂け目ができて決壊してしまうという結
末が待っているのです。マーフィーの法則が発動すると
いうことです。 
しかしこのような結末を迎えるべきではありません。広範
な作用を備えた予防医学をもってすれば健康寿命（健康
を維持できる期間）を大幅に延ばすことができるようにな
るかもしれません。この一縷の望みが加齢の科学（ジェ
ロサイエンス）の進歩となって現れているのです。 
現在では、健康な生活習慣による加齢に伴う疾患リスク
低減に関して膨大なデータがあります。加齢学の専門家
らは、一定の遺伝子を操作して加齢スピードを大幅に抑
制することで、長寿化や晩年の健康寿命の延長が可能
となることも発見しました。  
今では加齢のスピードを遅らせるための介入が現実的
な視野に入っています。ゴールドマン氏は、これにより加
齢に伴うすべての疾病の進行を一度に遅らせることがで
き、健康寿命が延びるため、こうした疾病に取り組む上
で「非常に効率的」な手段といえると指摘しています。同
氏の2013年の研究では、加齢をほんの少しだけ遅らせ
るという予防的介入によって、発症してから治療する後
手のアプローチよりも障害や1人当たりの医療費を大幅
に軽減できることが示されています。ゴールドマン氏の
研究で挙げられた例では、米国で2030年に51歳の平均
余命を2.2歳延ばす薬があれば、2060年には障害のない
健康な高齢者の数が1,100万人以上増加すると言いま
す。  
アンチエイジング（抗加齢）のための介入で寿命が延び
れば、政府の給付金制度の対象となる高齢者が増加し
制度コストが拡大するという指摘もあるでしょう。しかし、
同氏の研究では、高齢者がより健康で長寿化していると
いう事実を反映し、給付金の対象年齢を少し引き上げる
ことで支出増大はすぐに解消されるとしています。  
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時の裂け目を塞ぐ  
 

高齢化社会の支出拡大を防ぐには、加齢に伴う疾患に取り組む加齢専門家へ支援が
必要 



加齢を遅らせる方法とは 
加齢は遅らせることができるという実験結果が出たのは
1935年のことで、研究者らはカロリー制限によってラットの
寿命が3分の1以上延びることを発見しました。その後の研
究により、多くの動物種がカロリー制限により加齢を遅ら
せることができることが示されました。また重要な点として
低カロリー食によって動物は延びた寿命期間もより健康に
生きられることがわかりました。  
カロリー制限は過去数十年にわたり、興味深い実験対象
の域を超えませんでした。とても厳しい食事制限が必要と
される割には人間に効果があるかどうか確証がなかった
ためです。また、作用機序が不明瞭で、似た効果を持つ薬
品を提案することができませんでした。しかし、1990年代に
ワームやハエ、ハツカネズミでの実験において、健康寿命
の延びに遺伝子突然変異がカロリー制限と同様に寄与す
ることが発見され、この状況は変わりました。突然変異が
細胞内に及ぼす影響を分析したところ、遺伝子の相互作
用ネットワークを通じて、身体の中に潜在的なアンチエイジ
ング能力が生じることがわかったのです。このネットワーク
はカロリー制限だけでなく、幼年期の成長をつかさどる遺
伝子など、特定の遺伝子の突然変異をきっかけに作用さ
せることが可能です。このネットワークの分子構成を精査
することにより、特定の薬品にこれを活用して加齢を遅ら
せる可能性が示されました。  
米国国立老化研究所は2003年に、ハツカネズミの寿命に
影響を及ぼす薬品の効果を検査するプログラムを開始。6
年後には、ラパマイシンという臓器移植の際の拒絶反応を
防ぐ薬品が高齢マウスの平均余命を確実に3分の1伸ばす
という前例のない成果が得られました。その後の研究によ
り、この薬剤は抗ガン作用や神経変性疾患の改善作用な
どを持つとともに、ハツカネズミにおいては肝臓や心臓、腎
臓、筋機能が改善したことが示されたのです。ラパマイシ
ンには血糖上昇などの副作用があり、抗加齢薬としては認
可されないかもしれません。しかし、その他にも糖尿病の
血糖降下薬アカルボースや、別の糖尿病薬メトホルミンな
どの候補があり、いずれもハツカネズミの健康寿命と寿命
延長化をもたらします。メトホルミンはカロリー制限の主な
効果と似た効能を示しています。 
厳密に検証を重ねた抗加齢薬の開発にはこの先何年もか
かるでしょう。その他の障害としては、比較的短い期間で
候補薬の治験を行うため加齢のペースを計る「バイオマー
カー」を見つける必要がある点が挙げられます。ミシガン大
学の病理学教授であるリチャード・A・ミラー氏は、それでも
今は人類が加齢を遅らせるための長い戦いの「始まりの
終わりの始まり」に立っていると言います。加齢抑制は、専
門家が今や達成できそうだと感じているものの、加齢にお
けるマーフィーの法則を覆すことはできないでしょう。それ
でも、ガタが来る頻度は大幅に減るでしょう。 
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